
 

 

経営発達支援計画の概要 

実施者名 

（法人番号） 

東広島商工会議所（法人番号 2240005003682） 

東広島市（地方公共団体コード 342122） 

実施期間 令和 7 年 4 月 1 日〜令和 12 年 3 月 31 日 

目標 

○商業・サービス機能強化に向けた販路開拓支援 

○生産性及び付加価値の向上に関する計画策定支援 

○質の高い創業支援とフォローアップによる成長支援 

事業内容 

Ⅰ．経営発達支援事業の内容 

1．地域の経済動向調査に関すること 

REASAS を活用した地域経済動向の分析結果を公表すると

共に、管内の景況調査を実施して広く事業者へ情報提供する。 

2．需要動向調査に関すること 

展示会でバイヤー向けのアンケートを実施し、分析結果に基

づく商品改良などマーケットインの視点に立った商品づくりを

支援する。 

3．経営状況の分析に関すること 

定量的な「財務分析」と定性的な「SWOT 分析」により経営

課題を洗い出し、事業計画策定に結びつける。 

4．事業計画策定支援に関すること 

専門家やコーディネーターと連携して事業計画策定を支援す

ると共に、IT ツールの導入サポートを推進する。 

5．事業計画策定後の実施支援に関すること 

経営指導員が巡回訪問等を実施し、進捗状況の確認や新たに

発生した課題への対応など、継続的なフォローアップを行う。 

6．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

展示商談会への出展や公的サイトを活用したビジネスマッチ

ング、SNS を活用した販路開拓支援を実施する。 

連絡先 

東広島商工会議所 企業指導課 

〒739-0025 広島県東広島市西条中央７丁目 23 番 35 号 

TEL：082-420-0304 FAX：082-420-0309 

E-mail：sidou@hhcci.oe.jp 

東広島市 産業部 産業振興課 

〒739-8601 広島県東広島市西条栄町 8 番 29 号 

TEL：082-420-0921 FAX：082-422-5805 

E-mail：hgh200921@city.higashihiroshima.lg.jp 
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（別表１） 

経営発達支援計画 

経営発達支援事業の目標 

１．目標 

（１）地域の現状及び課題 

①東広島市の概要 

東広島市は、賀茂学園都市建設のプロジェクトとして、広島大学の統合移転の決定

後、昭和 49（1974）年に西条町、八本松町、志和町、高屋町の 4 町が合併して誕生

した。その後、広島中央テクノポリス建設のプロジェクトも加わり、産業基盤、都市

基盤、高速交通網などの整備が進み、この 2 大プロジェクトの推進により、全国的に

もその成長が注目される都市となった。 

平成 17（2005）年 2 月には、黒瀬町、福富町、豊栄町、河内町、安芸津町と合

併し、内陸部の山々や瀬戸内海の多島美を臨む海岸線

まで市域が広がり、豊かな自然環境に広域性と多様性

が加わることで更に魅力を備えた都市となった。 

令和６（2024）年 4 月に市制施行 50 周年を迎え、

将来都市像として示す「未来に挑戦する自然豊かな国

際学術研究都市」の実現に向けて、「SDGs の推進」や

「地域共生」、「大学との連携」、「DX の推進」などの

施策を推進している。 

地理的には、広島県の中心に位置し、広島市に隣接

するとともに、JR 山陽本線、呉線や山陽自動車道、東

広島・呉自動車道、国道 2 号など交通基盤の充実が進

んでおり、広島県の中でも利便性の高い地域となって

いる。更に、新幹線東広島駅や海の玄関口としての安

芸津港を有し、国内外の拠点都市を空路でつなぐ広島空港にも近接するなど広域的な

アクセス性も高く、ヒト・モノ・情報が集まる上で優位な交通条件を備えている。 

なお、当商工会議所の管轄は、旧東広島市（西条町、八本松町、志和町、高屋町）

のエリアであり、編入合併した地域にはそれぞれ商工会が存続している。管轄エリア

の面積は 288.45 ㎢で市全体の約 45％を占めている。 

 

②人口の推移 

東広島市は、これまで一貫して人口増加が続いてきたが、わが国全体で少子高齢社

会が進展する中、増加基調は維持しているものの、その傾向は緩やかなものとなりつ

つある。こうした状況の中、当市の人口は長期的には減少傾向に向かうと考えられる

ものの、近年大きく増加傾向にある外国人市民の影響等を考慮し、今後も緩やかな増
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加で推移するものと考えられる。 

当商工会議所管轄エリアでは、市の中心部である西条町は増加基調が続いており、

八本松町は横ばいで推移している。高屋町、志和町は減少が続いており、高齢化率も

高まりつつある。 

長期的に人口減少が進めば、地域の購買力の低下や就業人口の減少による企業活動

の縮小、後継者不足による廃業などが懸念されるため、地域経済を支える中小企業等

に対する支援が求められる。 

管轄エリアの人口は、2024 年 3 月 31 日現在、149,198 人で市全体の 79％を占

めている。 

区分 R2.3 R3.3 R4.3 R5.3 R6.3 

世帯数 66,786 67,919 68,162 69,909 70,828 

人口総数 145,743 146,889 147,003 148,777 149,198 

 

 

 

 

西条町 79,586 80,673 81,143 82,971 83,739 

八本松町 29,417 29,467 29,562 29,765 29,735 

志和町 6,620 6,474 6,303 6,209 6,090 

高屋町 30,120 30,275 29,995 29,832 29,634 

15 歳未満 23,110 23,114 22,936 22,721 22,376 

（構成比） 15.9% 15.7% 15.6% 15.3% 15.0% 

15～64 歳 93,055 93,593 93,365 95,068 95,445 

（構成比） 63.8% 63.7% 63.5% 63.9% 64.0% 

65 歳以上 29,578 30,182 30,702 30,988 31,377 

（構成比） 20.3% 20.5% 20.9% 20.8% 21.0% 

外国人 7,150 6,774 6,061 7,149 7,575 

資料：東広島市住民基本台帳  

 

③当商工会議所管内の産業別事業所数の状況 

経済センサス・活動調査及び当商工会議所の独自調査によると、令和３年の当商工

会議所管内の事業所数は 5,106 事業所で、うち小規模事業者が 3,745 事業所と約

73％を占めている。平成２６年時点と比べると、商工業者数全体は 472 事業者増加

しており、小規模事業者数は 346 事業者増加している。 

業種別の小規模事業者数をみると、サービス業が 1,631 事業所（44％）と最も多

く、次いで卸売・小売・宿泊・飲食業が 860 事業所（23％）となっており、合わせ

て全体の 67％を占めている。 
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資料：経済センサス活動調査及び当商工会議所の独自調査 

 

④業種別の景況感 

上のグラフは、当商工会議所会員事業所を対象に四半期に１度実施している景気観

測調査結果から、業種別の業況ＤＩの推移を示したものである。建設業を除いて、新
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型コロナウイルス感染症の影響により厳しい状況が続き、とりわけサービス業（飲食、

宿泊、旅行業など）の落ち込みが激しかったことが分かる。令和４年度後半から徐々

に回復してきているものの、人手不足や原材料費の高騰、物価高による消費の冷え込

みが長期化する中で、先行き不透明な状況が続いている。 

 

⑤産業の状況及び業種別課題 

【工業（製造業）】 

製造品出荷額等は、リーマンショックにより 8,000 億円前後まで落ち込んだが、近

年は徐々に回復しており、県内では広島市、福山市、呉市に次ぐ４番目の規模となっ

ている。市制施行以来、大学や試験研究機関の集積及び都市基盤の整備を進めてきた

ことにより、電気・情報関連や自動車関連といった基幹産業をはじめとする多くの企

業が立地しており、これら特定分野の企業が出荷額全体の６割を占めている。 

2023 年 5 月には、市内に立地する半導体生産拠点への大型投資計画が発表され、

次世代半導体の開発・量産に向けた設備投資に対し、国からの支援も決定している。

半導体産業の集積を視野に、新たな産業団地や周辺のインフラ整備が進む予定であり、

高い経済波及効果が期待されている。 

また、自動車メーカーであるマツダ㈱の下請企業が多く存在し、そのなかには、オ

ンリーワン・ナンバーワンの技術や製品を有する優れた企業もあり、ものづくりが盛

んな地域である。 

コロナ禍が収束に向かい、景況感は一時的にプラスに転じたものの、人手不足によ

る受注機会の損失に加え、原材料費の高騰などコスト増に見合う価格転嫁ができてい

ないため、再びマイナスに転じている。特に、中小製造業においては、人手不足が深

刻化しているため、業務プロセスの改善や自動化による生産性向上の取り組みが必要

となっている。 

 

【建設業】 

  他の業種と比べて、コロナ禍においても景況感は概ねプラスで推移しており、収束

後も大きな変化は見られない。民間需要に加え、平成３０年７月豪雨及び以降に発生

した災害の復旧工事で一定の受注量が確保できたことも一因と考えられる。 

  一方、建設資材の価格高騰がかつてないほど進行しており、人手不足・技術者不足

も長年の課題となっている。また、元請企業等との取引継続のため、インボイス登録

を選択したことで税負担が増える小規模事業者も多く、資材価格高騰の問題とあわせ

て、資金繰りが懸念される。 

 

【商業・サービス業】 

前述のとおり、当会議所管内の小規模事業者の 67％を占めており、新型コロナウイ
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ルス感染症の影響を大きく受けた業種でもある。景況感に改善は見られるものの、卸・

小売業では、物価高騰によって消費者の購買意欲の冷え込みが懸念され、物流コスト

の上昇も負担となっている。宿泊業では、新型コロナの５類移行により宿泊需要が回

復し、稼働率に改善が見られるが、飲食業ではコロナ前の水準には戻っていない。 

 経営不振や後継者不足などを理由に廃業を選択する事業所もあり、母数が多いとい

うこともあるが、当所が把握している廃業事業者の約７割が商業・サービス業となっ

ている。一方で、創業相談の業種内訳を見ると、商業・サービス業の割合が全体の約

９割を占めており、その中から新しいお店やサービスが市場に参入することで、競争

が生まれ新陳代謝が進んでいる。 

中四国最大の都市である広島市に隣接しているため、人口規模に対して、商業、宿

泊、飲食、娯楽機能の集積が他の拠点都市と比較して低い水準にあり、多くの域内需

要が隣接する広島市に流出している。域内の需要を地元経済で賄えるよう商業・サー

ビス機能の更なる充実が必要となっている。 

 

【観光】 

当所管内の西条は、灘、伏見と並ぶ三大銘醸地として広く知られており、風情ある

「西条酒蔵通り」は観光名所となっている。また、日本で唯一の酒類の研究機関であ

る独立行政法人酒類総合研究所が立地するなど、歴史的に培われた日本酒文化が地域

のアイデンティティー形成にもつながっている。 

「西条酒蔵通り」では、酒蔵を活用したイベントの実施やまち歩きの魅力を高める

ボランティアガイド等により、観光客も増加傾向にある。毎年 10 月上旬には「酒ま

つり」が開催され、25 万人を超える来場者で賑わっている。 

コロナ禍が収束し、インバウンド需要も回復する中で、「酒まつり」をはじめ日本酒

関連イベントを継続・充実させるとともに、新たな観光コンテンツを開発することに

より、飲食や土産物の購入等を通じた観光消費額の増加が求められる。 

 

＜観光案内所来訪者数＞ 

年度 R 元年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 Ｒ5 年度 

来訪者数 54,089 19,828 20,174 32,402 47,232 

資料：東広島市観光協会  
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資料：東広島市観光協会  

⑥東広島市の総合計画 

東広島市は、「第五次東広島市総合計画」（計画期間 2020 年～2030 年）を 2020

年３月に策定した。4 つの大学や試験研究機関をはじめ多くの学術研究機能が集積す

る特色を活かし、「知的資源と産業力で多様な仕事が生まれるまち」を産業振興の方向

性として示し、「産業イノベーションの創出と中小企業の活力強化及び企業の投資促

進」、「地域資源を活かした観光の振興」、「働き方改革の推進による雇用環境の充実」

などの取り組みを通して、経済成長を目指す計画となっている。 

 

（２）小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 

①10 年程度の期間を見据えて 

当商工会議所は、2012 年に「“今、役に立つ”“必要とされる”商工会議所へ！」

を基本理念とした中期行動計画を策定し、「中小企業・小規模事業者の経営力向上（企

業力）」、「地域力向上のための役割強化（地域力）」、「組織・運営力の強化（組織力）」

の３つの行動指針に基づき、地域経済の発展に寄与すべく各種事業に取り組んできた。

その後 2017 年に第２期となる中期行動計画を策定し、第１期の行動指針を踏襲しつ

つ、中小企業・小規模事業者の伴走支援に重点を置いた事業を展開して来た。 

第 2 期計画期間中には、新型コロナウイルス感染症の流行をはじめ、ロシアのウク

ライナ侵攻によるエネルギー・資材価格の高騰など社会情勢は大きく様変わりし、更
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に、ＤＸの急速な進展やＳＤＧｓへの取り組みといった新たなトレンドも生まれるな

ど、事業者を取り巻く経営環境は絶えず変化し続けている。 

こうしたことから、2023 年に策定した第３期中期行動計画では、行動指針を「社

会課題への対応（機動力）」、「組織基盤の強化（求心力）」、「企業の成長支援（支援力）」

の３つにリニューアルし、事業者単独では対応が難しい喫緊の社会課題へ迅速に対応

するとともに、会員増強を通じて商工会議所の組織基盤の強化に努める。また、引き

続き事業者に寄り添った伴走支援を推進していくことで、企業の成長を後押しする。 

 行動指針に対応した実行計画は次のとおりで、年度ごとに設定した数値目標の達成

に向けて、各種事業を推進する。 

 

○社会課題への対応（機動力） 

・喫緊の社会課題への対応 

・行政・関係機関との連携 

・商工会議所内の IT 化・DX の推進 

 ○組織基盤の強化（求心力） 

・会員増強に向けた取り組み 

・情報発信力強化に向けた取り組み 

○企業の成長支援（支援力） 

・中小企業・小規模事業者の伴走支援 

・会員サービスの強化 

 

②東広島市総合計画との連動性・整合性 

2020 年から 2030 年の 10 年間を計画期間とする「第五次東広島市総合計画」で

は、「未来に挑戦する自然豊かな国際学術研究都市～住みたい、働きたい、学びたいま

ち、東広島～」を将来都市像に掲げ、その実現に向けて、重視する方向性を５つの柱

（仕事づくり、活力づくり、暮らしづくり、人づくり、安心づくり）に分けて整理し

た上で、具体的な施策を取りまとめている。次に掲げる、「仕事づくり」の内容にある

とおり、相談体制の整備や販路拡大などの事業者支援の強化、また各機関との連携な

どの面において、当商工会議所のビジョンは東広島市総合計画と連動する。 

 

○東広島市総合計画における「仕事づくり」 

  企業の持つ個性や強みを引き出す経営相談窓口として、全国的に成果を挙げている

Biz モデルに基づき設置した「Hi-Biz」を起点として、商工会議所との連携のもと、

中小企業等の支援の強化を図ることとしている。「Hi-Biz」については、2024 年度か

らは、当商工会議所による運営から金融機関・支援機関で構成する協議会運営に移行

したものの、引き続き、協議会の一員として緊密な連携を図りながら、中小・小規模
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事業者の売上向上や販路拡大を支援している。また、計画では、中小企業等の抱える

課題に適切に対応した相談体制の整備や、商業・サービス業の多様化に向けた支援強

化も重要な施策と位置付けている。市の予算を活用した緊急相談窓口を当商工会議所

に設置するなど、中小企業等の活力強化に向けた各種施策を一体的に推進している。 

このほか、ものづくり企業を中心とする産業集積に加え、大学や試験研究機関等も

多数立地する強みを活かしたイノベーションの創出や、中心市街地の魅力向上、産業

用地の確保など「活力づくり」に向けた施策についても、情報・意見の交換など連携

した取り組みを行っている。 

 

③商工会議所としての役割 

当商工会議所は、平成元年に創立し、地域経済を支える経済団体として、中小企業

を中心とする商工業者の活性化を図るため、各種事業を展開してきた。 

こうしたなか、平成 26 年に小規模事業者支援法の一部が改正され、小規模事業者

に対する支援が、これまでの「経営改善支援」の機能にとどまらず、経営分析、事業

計画の策定、需要開拓など経営戦略に踏み込んだ「経営発達支援」の役割が求められ

ることになった。 

これを受け、当商工会議所も小規模事業者の課題に対し、事業計画の策定や着実な

実施等を事業者に寄り添って支援する第１期経営発達支援計画（実施期間：平成 27

年４月～令和 2 年３月）、第２期支援計画（実施期間：令和 2 年４月～令和 7 年３月）

を作成し、国の認定を受けた。 

今後も小規模事業者の意欲的な取組みや持続的な発展を支援するため、第 3 期の経

営発達支援計画を作成する。事業を推進するにあたっては、中期行動計画の指針に掲

げる「社会課題への対応」、「企業の成長支援」に沿って、次の役割を担う。 

 

 ○物価高騰、人手不足など、事業者を取り巻く環境は大変厳しい状況にあることから、

行政・関係機関から出される様々な情報を事業者へ的確に届け、支援策の活用を促

進する。 

○社会情勢が劇的に変化する中、事業者や地域が持続的に発展するためには、商工会

議所単独ではなく、行政・関係機関との連携を深め、協力体制を築くことが重要で

ある。連携強化を図り、相互の理解と事業者・地域の活性化を目指す。 

○中小企業・小規模事業者が抱える様々な経営課題に対応するため、適切な支援を行

う第三者による伴走支援の重要性はより一層増している。中小企業・小規模事業者

の伴走支援を通じて、事業者の経営力の向上、持続的な発展をサポートする。 

 

（３）経営発達支援事業の目標 

 ①商業・サービス機能強化に向けた販路開拓支援 
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  地域内の需要獲得はもとより、周辺地域からも人を呼び込めるよう経営分析を行い

事業者の強みに重点を置いた事業計画策定を支援し、魅力的な製品・サービスの開発

に繋げつつ、マーケティング戦略に基づく販路開拓の取り組みも支援する。 

【目標（年間）】 

  事業計画策定件数：25 件 

  フォローアップ対象事業者数：45 者 

  IT 導入補助金等サポート件数：3 件 

売上増加事業者数：10 者、営業利益率増加事業所数：10 者 

  展示商談会出展事業者数：2 者、成約件数：1 件／者 

  Hi-Biz 相談件数：1,600 件、売上増加事業者の割合：30％ 

ザ・ビジネスモール新規登録件数：20 件、成約件数：3 件（マッチングサービス利

用者合計） 

  SNS 等を活用した販路開拓支援事業者数：5 者、売上増加率／者：5％ 

 

 ②生産性及び付加価値の向上に関する計画策定支援 

 小規模事業者が直面する労働力不足等の経営課題の解決に向けて、業務プロセスの

改善や自動化による生産性向上の取り組みを支援する。また、バックオフィス業務の

効率化や新たな顧客獲得等の付加価値向上のための計画づくりをサポートする。 

【目標（年間）】 

 生産性等の向上に関する計画策定件数：12 件 

 

③質の高い創業支援とフォローアップによる成長支援 

事業計画、資金調達、開業手続き、許認可、施策活用など創業時の様々な課題に応

じた支援を行うとともに、計画・戦略の変更や新たな販路開拓など創業後に生じた経

営課題の解決を図るためフォローアップを実施する。 

【目標（年間）】 

創業計画策定件数：8 件 

 

２．経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 

（１）経営発達支援事業の実施期間（令和 7 年 4 月 1 日～令和 12 年 3 月 31 日） 

 

（２）目標の達成に向けた方針 

①商業・サービス機能強化に向けた販路開拓支援 

 事業者との対話と傾聴を通じて、事業者が抱える本質的な課題に気づくよう促し、

内発的な動機づけにより事業者の潜在力を発揮させ、課題解決に至るよう側面的に支

援する「経営力再構築伴走支援」を実践する。課題設定や課題解決に向けた方策を共
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に考え、実効性のある事業計画・販売戦略を策定することにより、事業者自らがその

解決に主体的に取り組めるよう導く。 

支援に当たっては、中小企業診断士等の専門家や東広島ビジネスサポートセンター

Hi-Biz（ハイビズ）等の支援機関と連携し、計画策定からフォローアップまで伴走支

援を実施する。 

 

②生産性及び付加価値の向上に関する計画策定支援 

生産性の向上については、当商工会議所内に設置している東広島地域中小企業支援

センターの、自動車メーカーOB でものづくり分野に詳しいコーディネーターが中心

となって、業務効率化に向けた計画策定の他、売上の拡大や利益率向上に向けた支援

を進める。 

 

③質の高い創業支援とフォローアップによる成長支援 

東広島地域中小企業支援センターの創業コーディネーターが中心となって支援を進

める。また、東広島市、Hi-Biz、日本政策金融公庫、ひろしま創業サポートセンター

等の関連機関との連携を強化し、創業支援体制の充実を図る。 

①と同様、対話と傾聴を主体とした伴走支援により、創業計画づくりから開業後の

フォローアップまで切れ目のないサポートを実施する。 
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経営発達支援事業の内容及び実施期間 

 

（１）経営発達支援事業の実施期間（令和 7 年 4 月 1 日～令和 12 年 3 月 31 日） 

 

（２）経営発達支援事業の内容 

 

Ⅰ．経営発達支援事業の内容 

 

３．地域の経済動向調査に関すること 

（１）現状と課題 

［現 状］ 

広島県商工会議所連合会が県下 1,000 社余の中小・小規模企業を対象（当商工会

議所管内は 90 社）に四半期に一度「景気観測調査」を行い、県内及び当管内にお

ける景況の報告として会議所報やホームページに掲載している。このほか、「賃金引

上げに関する緊急調査」など付帯調査の結果や地域の人口動態、新設住宅着工件数、

有効求人倍率など地域経済に関する統計情報を広く提供している。 

 

［課 題］ 

商工会議所が行う調査に加えて、行政や関係機関が公表するデータも活用しなが

ら地域経済の統計情報を提供してきたが、国が提供するビッグデータである

「RESAS」を活用した専門的な分析ができていなかった。今後は、ビッグデータを

積極的に活用しながら、地域経済の分析及び結果の公表を進めて行く。 

 

（２）目標 

 公表 

方法 
現行 Ｒ7 年度 Ｒ8 年度 Ｒ9 年度 Ｒ10 年度Ｒ11 年度

①地域の経済

動向分析の公

表回数 

HP 

掲載 
－ 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 

②景気動向分

析の公表回数 

HP 

掲載 
４回 ４回 ４回 ４回 ４回 4 回 
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（３）事業内容 

①地域の経済動向分析 

当地域の経営環境を把握する手段として、経営指導員等が「RESAS」を活用した経

済動向分析を行い、分析結果を年１回公表するとともに、事業計画策定支援の基礎資

料とする。域外需要の取り込みを図る事業者や、新製品・新サービスの開発・販売を

目指す事業者に対し、有効な外部環境分析として活用。町丁ごとの細かな商圏分析が

必要な場合は、他の地域経済分析システム（市場情報評価ナビ「MieNa」など）を活

用する。 

 ［調査手法］ 

  経営指導員等が「RESAS」を活用し、地域の経済動向分析を行う。 

 ［調査項目］ 

活用データ（マップ） 調査項目 

地域経済循環図 地域経済の特徴など 

産業構造マップ 産業の現状など 

まちづくりマップ（From-to 分析） 滞在人口等人の動きなど 

観光マップ（From-to 分析） 観光行動の特性など 

 

②景気観測調査 

広島県商工会議所連合会が県下 1,000 社余の中小・小規模企業を対象に実施してい

る景気観測調査により、県内全体と当商工会議所管内の景況を分析し、分析結果を年

４回、当商工会議所の所報及びホームページで周知する。 

 ［調査対象］管内中小・小規模事業者 90 社 

製造業 40 社（食品、木材・木製品、紙・紙製品・印刷、機械・金属 

製品、合成樹脂・ゴム製品、自動車関連） 

        非製造業 50 社（建設業、消費材卸売業、小売業、サービス業） 

［調査項目］指標は景況ＤＩ（生産額、受注額、原材料仕入額、製品販売価格、製品 

在庫、資金繰り、採算、従業員） 

 ［調査手法］ＦＡＸ調査 

 ［分析手法］経営指導員が内容を分析して公表する。 

 

（４）調査結果の活用 

○調査・分析した結果は会議所報、ホームページに掲載し、広く管内事業者等に 

周知する。 

○経営指導員等が指導を行なう際の参考資料とし、小規模事業者の経営分析や事 

業計画策定の基礎データとして活用する。 
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４．需要動向調査に関すること 

（１）現状と課題 

［現 状］ 

県外のＢtoＢ展示会に出展した際に、経営指導員等が同行し、バイヤー向けのア

ンケート調査を実施している。一般消費者が来場する展示会には出展していないた

め、消費者向けアンケートは実施していない。 

［課 題］ 

   バイヤー向けアンケートの結果は、集計・分析の上、事業者にフィードバックし

ているが、その後のフォローアップが十分に出来ていない。分析結果を有効活用し

て、商品やパッケージの改良等に向けた支援を強化する必要がある。 

 

（２）目標 

 現行 Ｒ7 年度 Ｒ8 年度 Ｒ9 年度 Ｒ10 年度 Ｒ11 年度 

①調査対象 

事業者数 
※ 2 者 2 者 2 者 2 者 2 者 

 ※現計画では、「バイヤー向けアンケートの実施件数」を目標項目とし、10 件を目標

数値に設定している。 

 

（３）事業内容 

①バイヤー向けアンケートの実施 

小規模事業者が取り扱う各種商品が、様々な業種・業態のバイヤー等の目に触れ、

また出展者の新たな販路やビジネスチャンスにつながる場として、多数の来場が見込

まれる「通販食品展示商談会」等において、食品流通業者を中心に需要動向調査を実

施する。各小規模事業者が狙う市場の顧客や売り場を把握することで、商品・サービ

スの開発・改良・販路開拓支援に繋げる。 

［対  象］販路開拓に意欲的で、展示会に出展する小規模事業者 

［調査手法］展示会で調査を行う。調査にはタブレット端末を活用し、経営指導員が

バイヤーに調査協力を依頼する。 

 ［調査項目］①味②硬さ③色④大きさ⑤価格⑥見た目⑦パッケージ⑧取引条件 等 

［分析結果の活用］分析内容を事業計画策定の資料として活用する。経営指導員が当

該事業者へ直接説明する形で分析結果を報告し、商品・価格等の改良を

進める。 

 

５．経営状況の分析に関すること 

（１）現状と課題 

 ［現 状］ 
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主に補助金申請やマル経をはじめ融資あっせん時に、各種経営分析ツールを活用

しながら財務情報を基にした定量分析と、ヒアリングを中心とした定性分析を実施

している。 

［課 題］ 

補助金申請書や融資のための経営改善資料に必要な分析結果は提供できている 

ものの、経営の本質的課題の把握に至らず、売上・利益の拡大に繋がっていないケ

ースもあった。これまで以上に「対話と傾聴」を通じて、経営の本質的課題の把握

に繋がるような、さらに踏み込んだ経営分析を行う必要がある。 

 

（２）目標 

 現行 Ｒ7 年度 Ｒ8 年度 Ｒ9 年度 Ｒ10 年度 Ｒ11 年度 

分析件数 100 件(者) 100 件(者) 100 件(者) 100 件(者) 100 件(者) 100 件(者) 

 

（３）事業内容 

［対 象 者］販路の拡大や収益性の向上など成長に意欲的な小規模事業者。巡回訪

問や窓口相談の際に、経営分析により自社の経営課題を把握すること

の重要性を説明し、事業者と共同で経営分析に取り組む。 

  ［分析項目］定量的な「財務分析」と定性的な「SWOT 分析」を行う。 

区分 分析指標等 

財務分析 
売上増加率、営業利益率、労働生産性、自己資

本比率、流動比率、固定比率等 

SWOT

分析 

内部 

環境 

商品・サービスの特徴、技術・ノウハウ、人材・

組織等 

外部 

環境 

商圏内の人口・世帯数、競合の状況、市場・業

界動向等 

［分析手法］経済産業省のローカルベンチマークや当商工会議所が導入している業

務支援システム等を活用し、経営指導員等が分析を行う。 

 

（４）分析結果の活用 

○分析結果を事業者にフィードバックし、事業状況の検証、課題の洗い出しなどを

事業者と行い、課題を事業者自身が認識したうえで事業計画策定等に活用する。 

○業務支援システムを活用して分析結果をデータベース化することにより、職員間 

で情報の共有化を図る。また、指導経験の浅い職員のスキルアップにも活用し、 

支援能力の底上げを図る。 
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６．事業計画策定支援に関すること 

（１）現状と課題 

［現 状］ 

補助金申請や金融あっせん時などに、経営指導員等による指導や専門家による個

別相談を通じて、事業計画策定を支援している。また、計画策定に意欲的な事業者

の掘り起こしを目的に事業計画策定セミナーを開催している。 

［課 題］ 

補助金申請書や融資のための経営改善資料は作成でき、採択や融資実行という目

的を果たせたケースも多いが、「５.経営状況の分析」でも記載した通り、経営の本

質的課題の把握に至らず、売上・利益の拡大に繋がっていないケースもあった。こ

のため、経営状況の分析結果に基づき、需要を見据えた事業計画を策定するための

支援が必要である。 

 

（２）支援に対する考え方 

  実効性のある事業計画を策定するためには、事業者との徹底した「対話と傾聴」を

通じて、課題設定や課題解決に向けた施策を共に考えることが重要となる。経営分析

や課題設定プロセスを伴走支援しながら事業者が主体的・能動的に考えて行動するマ

インドへ変革するよう促していく。 

  「売上向上」、「販路拡大」、「生産性の向上」など経営課題は事業者ごとに異なり、

更に、業種ごとに特有の知識・知見が必要となる場合もあるため、経営指導員や専門

家、ものづくり分野のコーディネーターなど当商工会議所の相談機能を相互に連携さ

せて対応する。また、創業計画づくりについても、創業支援を専門に行うコーディネ

ーターによる対応や Hi-Biz などの外部支援機関を活用して支援を行う。 

 

（３）目標 

 現行 Ｒ7 年度 Ｒ8 年度 Ｒ9 年度 Ｒ10 年度 Ｒ11 年度 

①IT 導入補助金

等サポート件数 
－ 3 件 3 件 3 件 3 件 3 件 

②事業計画策定

件数 
25 件 25 件 25 件 25 件 25 件 25 件 

③生産性等の向

上に関する計画

策定件数 

12 件 12 件 12 件 12 件 12 件 12 件 

④創業計画策定

件数 
－ 8 件 8 件 8 件 8 件 8 件 
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（４）事業内容 

  ①IT・DX 推進に向けた個別相談会の開催 

  ［支援対象］経営分析を実施した事業者を含む管内の小規模事業者。特に IT 導入

による業務効率化や販路開拓に意欲的な事業者。 

［支援手法］IT コーディネーターや WEB マーケティングの専門家を相談窓口に 

配置し、DX に向けた IT ツール導入や EC サイト構築等への取り組み

を支援する。まずは、経営指導員等が経営課題の確認を行い、課題解

決の手段として IT 導入が有効と考えられれば、専門家から具体的な施

策（クラウド型ツールの提案や SNS を活用した集客方法など）のアド

バイスを行い、事業計画に反映させていく。また、ツールや設備の導

入に当たっては、IT 導入補助金や中小企業省力化補助金等の活用支援

も実施する。 

   

②事業計画策定支援 

  ［支援対象］経営分析を実施した管内の小規模事業者 

  ［支援手法］補助金申請や融資申込を契機として事業計画策定に取り組む事業者に

対し、経営分析に引き続いて経営指導員等が伴走支援を行い、事業者

が当事者意識をもって課題に向き合い、能動的に策定に取り組めるよ

う支援を行う。また、中小企業診断士等の外部専門家も活用しながら、

確実に計画策定に繋げていく。 

 

③生産性及び付加価値の向上に関する計画策定支援 

  ［支援対象］生産性向上を目指す小規模事業者 

  ［支援手法］ものづくり企業をはじめ生産性向上を目指す小規模事業者に対して、

当商工会議所に設置している東広島地域中小企業支援センターのコ

ーディネーターが中心となって、技術開発力の向上や業務プロセスの

改善などの助言、指導をしながら計画策定を支援する。 

 

④創業計画書等の策定支援 

  ［支援対象］管内で創業予定もしくは創業後 1 年以内の小規模事業者 

  ［支援手法］東広島地域中小企業支援センターに配置している創業コーディネータ

ーが中心となって、創業に向けた事業計画の策定を支援する。創業の

動機や自身の強み、商品・サービスの内容、必要資金の内訳とその調

達方法、売上・利益の見込みなど、事業の成功率を高めるための計画

づくりをサポートする。融資のために金融機関に提出するためだけで
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なく、事業化に向けた行動を明確にするためのものとして、実現性の

ある計画の策定を支援する。 

 

７．事業計画策定後の実施支援に関すること 

（１）現状と課題 

［現 状］ 

事業計画を策定した事業者に対し、経営指導員等が計画の進捗状況を確認するな

どフォローアップを行っている。 

［課 題］ 

計画的なフォローアップが出来ておらず、頻度も少ないため、経営状況の確認に

とどまっていることが多く、具体的な成果や改善点等の確認が出来ていない。 

 

（２）支援に対する考え方 

事業計画策定を支援した全ての事業者を対象とするが、計画の進捗状況により、集

中的に支援が必要な事業者と、順調に計画が遂行されるなど自走化できている事業者

を見極めた上で、頻度を調整しながらフォローアップを行う。計画策定の段階と同様、

事業者自身が当事者意識を持って能動的に行動を起こせるよう、フォローアップを通

じて内発的動機付けを行い、潜在力を最大限発揮出来るように取り組んでいく。 

 

（３）目標 

 現行 Ｒ7 年度 Ｒ8 年度 Ｒ9 年度 Ｒ10 年度 Ｒ11 年度 

フ ォ ロ ー ア

ッ プ 対 象 事

業者数 

25 者 45 者 45 者 45 者 45 者 45 者 

頻度（延数） 
不定期 

170 回 

四半期毎

180 回 

四半期毎

180 回 

四半期毎

180 回 

四半期毎

180 回 

四半期毎

180 回 

売 上 増 加 事

業者数 
5 者 10 者 10 者 10 者 10 者 10 者 

営 業 利 益 率

増 加 事 業 所

数 

5 者 10 者 10 者 10 者 10 者 10 者 

 

（４）事業内容 

  事業計画を策定したすべての事業者を対象として、経営指導員等が巡回訪問等を実

施し、計画の進捗状況の確認や新たに発生した課題への対応など、継続的なフォロー

アップを行う。また、着実に計画が遂行されている事業者については、定量的な成果
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の確認と新たな取り組みに着手しようという意欲が醸成されているかなど、自走化、

自己変革に向けた動きについても確認する。 

フォローアップの頻度については、原則、四半期ごととするが、計画の進捗度合い

や事業者からの申し出等により臨機応変に対応する。 

なお、進捗状況が思わしくなく、事業計画との間にズレがあると思われる場合には、

外部専門家などの視点を投入し、今後の支援方針を検討した上でフォローアップの頻

度の変更を行う。 

 ［頻 度］対象 45 者×4 回／年＝180 回 

 

８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

（１）現状と課題 

［現 状］ 

県外のＢtoＢ展示会への出展支援や Hi-Biz を活用した販路開拓支援等に取り組

んでいる。また、IT 活用等を通じた販路開拓支援にも取り組んでいるが、多くの小

規模事業者は IT 導入の必要性を感じてはいるものの、「知識不足」「人材不足」等の

理由により取り組みが進んでいない。 

［課 題］ 

展示会での商談成立により販路拡大につながったケースもあったが、出展事業者

に偏りがあることや費用対効果の面で課題があり改善が必要である。また、新たな

販路開拓のための IT 活用・DX 推進について、知識やノウハウの獲得に向けた支援

に取り組んで行く必要がある。 

 

（２）支援に対する考え方 

経営分析・事業計画策定支援を行った事業者のうち、食品取扱事業者を重点的に支

援する。当会議所が自前で展示会等を開催するのは困難であるが、消費人口の多い首

都圏等での展示会への出展を促すことで、新たな販路や商圏の拡大につながる支援を

行う。出展に際しては、経営指導員等が事前・事後の出展支援を行い、出展期間中に

は、陳列や接客などの細かいサポートを行う。また、ＤＸに向けてデータに基づく販

売促進、ＳＮＳ情報発信、ＩＴを活用した営業や販路拡大に関する個別相談会を開催

し、事業者の理解度を高める。必要に応じてＩＴ専門家等を派遣し、事業者の状況に

合った支援を行う。 

 

（３）目標 

 現行 Ｒ7 年度 Ｒ8 年度 Ｒ9 年度 Ｒ10 年度 Ｒ11 年度 

①通販食品展示

商談会出展事業
5 者 2 者 2 者 2 者 2 者 2 者 
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者数 

成約件数／者 1 件 1 件 1 件 1 件 1 件 1 件 

②Biz 相談件数 1,440 件 1,600 件 1,600 件 1,600 件 1,600 件 1,600 件 

売上増加事業者

の割合（※） 
- 30％ 30％ 30％ 30％ 30％ 

③ザ・ビジネス

モール新規登録

件数 

- 20 件 20 件 20 件 20 件 20 件 

成約件数（マッ

チングサービス

利用者合計） 

- 3 件 3 件 3 件 3 件 3 件 

④SNS 等を活用

した販路開拓支

援事業者数 

- 5 者 5 者 5 者 5 者 5 者 

売上増加率／者 - 5％ 5％ 5％ 5％ 5％ 

（※）利用者アンケートで、「Hi-Biz から提案したアイデアを実践した結果、売上が

増加した」と回答した事業者の割合。 

 

（４）事業内容 

①通販食品展示商談会への出展（BtoB） 

通販食品展示商談会は、日本で唯一の通販食品市場を対象とした展示商談会で、全

国から約 150 社が出展し、来場者数約 5,500 人の大型イベントである。 

新商品の販路拡大等に取り組む小規模事業者を対象に、通販食品展示商談会の出展

支援を行い、効果的なＰＲやプレゼン方法を事前に指導することで、展示・商談会で

の成約率を高める。また、バイヤーからのアンケート結果の分析支援や、事後アプロ

ーチの手法の指導といったアフターフォローまで実施する。 

対象については、事業計画を策定した事業者の中から、地域外への販路開拓に意欲

的で、且つ、これまで当商工会議所の支援により出展したことがない事業者を中心に

2 社に限定する。2 社に限定することで集中的な支援が可能となり、事前準備からフ

ォローアップまで切れ目のないサポートを行い、成約に結びつける。 

 

②Hi-Biz を活用した販路開拓支援（BtoC、BtoB） 

 東広島市が設置し、当会議所が運営に携わっている「東広島ビジネスサポートセン

ターHi-Biz」と連携し、小規模事業者の売上向上や販路開拓支援を行う。Hi-Biz では、

卓越したビジネスセンスを持つスタッフが事業者のセールスポイントを磨いて再定義
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することで、お金を掛けずに売上アップや販路を拡大する方法を提案する。相談企業

の経営課題や支援履歴などの情報を共有し、相互に連携しながら効果的な支援を推進

する。 

 

③オンラインマッチングシステムの活用による企業間商取引の支援（BtoB） 

公的マッチングサイト（ザ・ビジネスモール、J-GoodTech、インターネットビジ

ネスマッチング等）の活用を促進する。特に、「ザ・ビジネスモール」は、日本全国

560 団体以上の商工会議所・商工会で共同運営する商取引支援サイトで、取引先デー

タベースとしての登録は約 29 万社を有し、仕入先・調達先の候補として登録する自

社ＰＲページは簡易ホームページとしても活用できる。同モールへの登録を推進し、

掲載手法や見せ方の助言を行うなど、新たな需要獲得に向けた支援を実施し、ビジネ

スマッチングを支援する。 

 

④SNS 等を活用した販路開拓支援（BtoC、BtoB） 

SNS やホームページでの情報発信や EC サイトの構築等に関する個別相談を実施

し、新規顧客獲得に向けた支援を行う。IT やマーケティングの専門家と連携し、事業

者のスキルに合わせたＩＴ活用支援を行い、将来的には事業者自らの意思・判断で取

り組んでいく「自走化」を目指す。 

 

Ⅱ 経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取組 

９．事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

（１）現状と課題 

  ［現 状］ 

事業評価委員会及び協議会を年２回ずつ開催し、事業の評価と改善策の協議を

行っている。評価結果はホームページで公開している。 

  ［課 題］ 

評価委員会と協議会の役割に大きな違いがなく、構成員（東広島市と外部有識

者）も重複しているため、評価の仕組みを合理化（評価委員会のみの開催）する

必要がある。 

 

（２）事業内容 

  ①事業評価委員会 

これまで、当商工会議所副会頭、専務理事の他、東広島市産業部長（理事）、中小

企業診断士等の外部有識者で構成していたが、評価の仕組みの合理化にあたり、協

議会の構成員であった法定経営指導員を評価委員に追加する。半期ごとに開催し、

経営発達支援事業の進捗状況等について A～D の 4 段階で評価を行うとともに、改
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善策の提案を行う。 

   

②評価結果の公表 

評価結果については、正副会頭会議・常議員会へ報告し、小規模事業者の事業実

態について理解を深めてもらうと共に、商工会議所の事業実施方針に反映させる。

また、評価結果は、当商工会議所ホームページへ掲載し、地域の小規模事業者等が

閲覧可能な状態とする。 

 

10．経営指導員等の資質向上に関すること 

（１）現状と課題 

  ［現 状］ 

経営指導員等の資質向上のため、中小企業大学校や日本商工会議所、広島県商

工会議所連合会等の研修会に参加し、スキルアップに取り組んでいる。 

  ［課 題］ 

ＤＸの急速な進展やＳＤＧｓへの取り組みといった新たなトレンドも生まれ 

るなど、事業者を取り巻く経営環境は絶えず変化し続けている。事業者から寄せ

られる相談内容が多様化・高度化する中で、効果的な支援を実施するためには、

経営指導員等の支援スキルの向上とノウハウの共有により、組織全体の支援能力

を向上させる必要がある。 

 

（２）事業内容 

  ①外部講習会等の積極的活用 

経営指導員及び一般職員の支援能力向上を図るため、中小企業大学校や日本商工

会議所、広島県商工会議所連合会が主催する研修会に参加する。職務経験の浅い職

員には「経営診断」等の基礎的な研修を、中堅職員には「マーケティング・営業力

強化」や「相談・助言力」といった専門研修へ派遣するなど、経験や能力に応じて

適切な研修を選定する。 

 

②DX 推進に向けたセミナー 

小規模事業者のＤＸ推進支援に向けて、経営指導員等の IT スキルを向上させ、 

ニーズに合わせた相談・指導を可能にするため、次のような相談・指導能力向上の

ためのセミナーに積極的に参加して、支援能力の向上を図る。 

〔ＤＸに向けたＩＴ・デジタル化の取り組み〕 

ア）業務効率化などの取り組み 

電子マネー商取引システム等のＩＴツール、補助金の電子申請や情報セキュ

リティ対策等 
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イ）需要開拓などの取り組み 

ホームページ等を活用した自社ＰＲ・情報発信方法、ＥＣサイト構築・運用、

ＳＮＳを活用した広報等 

ウ）その他の取り組み 

オンラインによる経営相談・指導の方法等 

 

③職員間の定期ミーティングの実施 

定期的なミーティング（週１回）を実施し、各研修会に参加した職員から研修内

容の報告や、日々の相談業務の中からＩＴ活用により課題解決した案件などの支援

事例を職員間で共有し、意見交換を行うことで、組織全体の支援能力向上を図る。 

 

  ④効果的なＯＪＴの実施 

支援経験の豊富な経営指導員が巡回指導や窓口相談を行う際に、若手職員や指導

経験の浅い職員を同席させるなど OJT を積極的に実施する。事業者とのコミュニケ

ーションの取り方や経営課題の整理方法など伴走支援に必要なスキルについて、経

営支援の現場で体験することにより、実務能力の習得・向上を図る。 

 

⑤データベース化 

経営指導員等が業務支援システムに支援内容を適宜入力し、支援中の小規模事業

者の状況を全職員が相互共有できるようにすることで、担当外の職員でも一定レベ

ル以上の対応が可能となる。また、支援ノウハウを蓄積し組織内で共有することで、

支援能力の向上と平準化を図る。 

 

11．他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の情報交換に関すること 

（１）現状と課題 

 ［現 状］ 

小規模事業者の経営課題に応じて、地域の金融機関や日本政策金融公庫、広島県 

事業引継ぎ支援センターのほか、東広島市や広島県など行政と連携を図りながら、 

支援を実施している。 

［課 題］ 

  他の支援機関と相互に連携して小規模事業者の支援を行う中で、進捗状況の共有

はできているものの、支援スキルやノウハウの交換までは十分に行なえていない。

情報交換・意見交換の頻度を多くするなど、連携強化に努める必要がある。 

 

（２）事業内容 

  ①東広島ビジネスサポートセンターHi-Biz との連携（随時） 
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   企業の持つ個性や強みを引き出す経営相談窓口として、東広島市が 2020 年に設

置した Hi-Biz は、前述したとおり、2024 年度からは、当商工会議所による運営か

ら金融機関・支援機関で構成する協議会運営に移行した。当商工会議所も協議会メ

ンバーであり、小規模事業者の売上向上・販路拡大や創業支援の効果を高めるため、

引き続き、緊密な連携を図っていく。 

 

  ②金融機関との情報交換（随時） 

市内金融機関（広島銀行、もみじ銀行、山口銀行、広島信用金庫、呉信用金庫、

広島市信用組合、広島県信用組合、JA ひろしま）と随時情報交換を行い、相互に連

携した金融支援等を実施する。また、日本政策金融公庫広島支店とは、経営改善資

金推薦団体連絡協議会（年 2 回）に経営指導員が参加し、管内の景況、資金需要な

どについて情報交換を行う。また、毎月 1 回、同支店の担当者による創業資金の個

別相談会を開催し、創業計画書の立て方や融資申込手続きなどについて、当商工会

議所の創業コーディネーターと連携した支援を実施する。 

 

③他の支援機関との連携（随時） 

小規模事業者に対する経営支援には、地元東広島市はもとより広島県や中小企業

基盤整備機構等の支援策を活用し、連携した支援を行う。創業支援については、

Hi-Biz や金融機関に加え、（公財）ひろしま産業振興機構ひろしま創業サポートセ

ンターとも連携を図り、創業計画作成や創業後のサポートに取り組む。 

 

Ⅲ．地域経済の活性化に資する取組 

12．地域経済の活性化に資する取組に関すること 

（１）現状と課題 

［現 状］ 

灘、伏見と並ぶ銘醸地として称される東広島市の西条地区では、西条駅の東側に

６つの酒蔵が集積しており、全国的にも注目を集めている。中でもこの酒蔵エリア

にある「酒蔵通り」は、観光地としての知名度も高い。秋に開催される「酒まつり」

は、毎年２日間で、25 万人もの人が訪れる一大イベントに成長している。 

一方、西条駅の西側は飲食店街として賑っており、西条駅前商店街振興組合が約

100 名の組合員で「ワイワイはしご酒」等のイベントを開催している。 

［課 題］ 

酒まつりは、地域の一大イベントに成長したが、通年で東広島市を訪れたくなる

ような観光地としての取り組みは不十分な状況にある。コロナ禍が収束し、観光客

数（観光案内所の来訪者数）は回復傾向にあるものの、コロナ前の水準までには戻

っておらず、観光地としての魅力づくりや知名度向上に向けた情報発信の強化が求
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められている。 

西条駅前商店街の恒例イベント「ワイワイはしご酒」は、2023 年度を最後に終

了したため、これに替わる新たな集客イベントを考案中である。また、中心市街地

の更なる魅力向上のため、空き店舗を活用した新規出店支援も重要な取り組みの一

つである。 

 

（２）事業内容 

①酒まつり等を通じた地域のにぎわい創出 

2020 年 6 月に設立された地域 DMO「ディスカバー東広島（※）」や東広島市観

光協会、地元事業者等と連携して、「酒まつり」をはじめ日本酒関連イベントを継続・

充実させる。観光客向けの新たなサービスや集客イベントを検討するなど、にぎわ

い創出に向けた取り組みを推進する。 

また、東広島市では、酒蔵通り周辺の対象区域において、空き店舗を活用した新

規出店に対する補助制度を設けている。当商工会議所が出店（制度の活用）支援と

出店後も伴走支援によるフォローアップを行い、魅力ある店づくりの支援を通じて、

中心市街地の賑わい創出に寄与する。 

 

②西条駅前商店街等中心市街地の賑い創出事業 

西条駅前商店街振興組合では、商店街のさらなる認知度向上を図るため、前述の

通り、イベント事業の見直しに着手している。先進地視察等を通して検討を進め、

2025 年度から新たな集客事業を立ち上げる計画であり、集客効果の高い事業とな

るよう支援していく。 

また、「西条駅前にぎわい広場（旧生涯学習センター跡地）」について、今後も跡

地活用の進捗を注視しつつ、西条駅前エリアを訪れる来訪者を商店街に誘導する方

策を引き続き検討する。 

 

③Town＆Gown 構想を軸とした大学との連携 

東広島市と大学が協力して持続可能なまちづくりを目指す「Town & Gown 構想

(※)」では、市の行政知識・データと大学の研究力を活用して、地域課題の解決や

新技術の社会実装などを推進する。新技術の開発や新しいサービスの導入には企業

の協力が不可欠であるため、本構想を軸として大学（広島大学、近畿大学工学部、

広島国際大学など）との連携を強化し、新技術の開発や新たな産業の創出につなげ

ていく。 

 
※一般社団法人ディスカバー東広島 

2020 年 6 月に設立した観光地域づくり法人。地域 DMO。地域の資源を生かした観光コンテンツづくり
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と、その魅力を市内外に発信するプロモーションなど多様な事業を通じて、「東広島を訪れたい！」「東広

島の特産品を食べたい・買いたい！」といった東広島市のファンを市内外に増やしていくための活動を行

っている。 

※Town & Gown 構想 

Town（市）と Gown（大学）が一体となってまちづくりに取り組むという構想。2021 年度から広島大

学と東広島市の取り組みが始まり、近畿大学工学部や広島国際大学とも包括連携協定を締結している。市

の行政知識やデータと、大学の知見や研究力を活用することで、暮らしをより豊かにする新しい技術の実

装とそれを支える人材育成を行い、「持続可能なまちづくり」と「地域課題の解決」を目指している。 
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（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（令和 6 年 10 月現在） 

（１）実施体制（商工会又は商工会議所の経営発達支援事業実施に係る体制／関係市町村の

経営発達支援事業に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営

指導員の関与体制 等） 

 
（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条第５号に規定す

る経営指導員による情報の提供及び助言に対する実施体制。 

  ①法定経営指導員の氏名、連絡先 

   ■氏 名：浜井征夫 

   ■連絡先：東広島商工会議所 企業指導課 TEL：082-420-0304 

 

  ②法定経営指導員による情報の提供及び助言 

   経営発達支援事業の実施・実施に係る指導及び助言、目標達成に向けた進捗管理、事

業の評価・見直しをする際の必要な情報の提供等を行う。 

 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 
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  ①商工会／商工会議所 

〒739-0025 

   広島県東広島市西条中央７丁目 23 番 35 号 

   東広島商工会議所 企業指導課 

   TEL：082-420-0304 ／ FAX：082-420-0309 

E-mail：sidou@hhcci.or.jp 

   

②関係市町村 

 〒739-8601 

    広島県東広島市西条栄町８－29 

東広島市 産業部 産業振興課 

TEL：082-420-0921 ／ FAX：082-422-5805 

E-mail：hgh200921@city.higashihiroshima.lg.jp 
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（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                  （単位 千円） 

 
令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度令和 11 年度

必要な資金の額 5,080 5,080 5,080 5,080 5,080 

 

〇個別相談事業費 

〇景況調査事業費 

〇商圏調査利用料 

〇展示会出展費 

〇評価委員会費用 

〇外部講習会 

3,500 

110 

360 

1,000 

50 

60 

3,500 

110 

360 

1,000 

50 

60 

3,500 

110 

360 

1,000 

50 

60 

3,500 

110 

360 

1,000 

50 

60 

3,500 

110 

360 

1,000 

50 

60 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

会費、広島県補助金、東広島市補助金、日本商工会議所補助金等 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 

 

 

 

 



 

 

 

（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会及び商工会議所及び関係市町村以外の者

と連携して経営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

 

連携して事業を実施する者の氏名又は、名称及び住所 

並びに法人にあたっては、その代表者の氏名 

 

連携して実施する事業の内容 

① 

② 

③ 

 

連携して事業を実施する者の役割 

① 

② 

③ 

 

連携体制図等 

① 

 

 

② 

 

 

③ 

 

 

 

 

 


